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連結 売上高・営業利益の推移 
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14/4-15/3 15/4-16/3 16/4-17/3 
対前年同期 

増減額 

   同 

増減率 

売 上 高 181,844 219,239 223,468 4,228 1.9% 

売 上 原 価 149,915 180,171 184,210 4,038 2.2% 

売 上 総 利 益 31,929 39,068 39,258 190 0.5% 

販 管 費 25,281 28,578 30,738 2,160 7.6% 

消 費 税 等 9,443 11,483 11,600 117 1.0% 

研 究 開 発 費 1,767 1,913 2,388 475 24.8% 

営 業 利 益 6,647 10,489 8,519 △1,970 △18.8％ 

対売上比（%） 3.7% 4.8% 3.8% ― ― 

経 常 利 益 6,003 9,878 7,976 △1,901 △19.3％ 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 2,778 6,329 4,638 △1,690 △26.7％ 

連結損益計算書 

（単位：百万円） 

※当社会計処理では控除対象外消費税等については販管費に計上しております 
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連結：売上高・営業利益・営業利益率 推移 
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連結貸借対照表 

16/３末 17/3末 増減額 

流 動 資 産 84,838 82,327 △2,511 

固 定 資 産 72,770 96,019 23,248 

有 形 固 定 資 産 51,997 68,513 16,515 

無 形 固 定 資 産 10,122 16,773 6,650 

投 資 そ の 他 10,650 10,733 82 

資 産 合 計 157,609 178,347 20,737 

流 動 負 債 68,985 66,305 △2,679 

固 定 負 債 56,151 75,595 19,443 

負 債 合 計 125,136 141,900 16,763 

純 資 産 合 計 32,473 36,447 3,973 

自 己 資 本 32,473 36,447 3,973 

自 己 資 本 比 率 20.6% 20.4% ― 

（単位：百万円） 主な増減要因 

【流動資産】  
・現金及び預金 △11,185 
・商品及び製品 6,126 

【固定資産】 
・機械装置及び運搬具 

4,185 
・建設仮勘定 10,713 
・のれん 6,098 

【流動負債】 
・買掛金 △3,080 
・1年内償還予定の社債 

△7,000 
・1年内返済予定の長期借入金 

7,448 
【固定負債】 
・長期借入金 20,057 

【純資産】 
・利益剰余金 3,839 
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連結キャッシュ・フロー計算書 

15/4-16/3 16/4-17/3 

営 業 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

19,327 △940 

投 資 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

△7,823 △28,444 

財 務 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

7,031 18,205 

現 金 ・ 現 金 同 等 物 の 

増 減 額 
18,535 △11,180 

現 金 ・ 現 金 同 等 物 の 

期 首 残 高 
13,844 32,380 

現 金 ・ 現 金 同 等 物 の 

期 末 残 高 
32,380 21,200 

主な内訳 
（単位：百万円） 

【営業活動によるCF】 
・税金等調整前当期純利益 7,827 
・減価償却費 4,741 
・売上債権の増減額 △46 
・たな卸資産の増減額 △7,005 
・仕入債務の増減額 △4,135 
・法人税等の支払額 △4,354 

【投資活動によるCF】 
・有形固定資産の取得による支出 

△20,222 
・事業譲受による支出 △1,713 
・連結の範囲の変更を伴う子会社 
 株式の取得による支出 △4,899 

【財務活動によるCF】 
・長期借入れによる収入 33,600 
・長期借入金の返済による支出 

△6,509 
・社債の償還による支出 △7,000 
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財務指標 

2015年10月１日を効力発生日として、１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 
2015年３月期以前の１株当たりの各指標及び株価については、株式分割の影響を考慮して算定しております。 

※1 

13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 

１株当たり当期純利益（円銭）※ 12.84 131.24 194.48 432.85 290.03 

自 己 資 本 当 期 純 利 益 率 1.3% 12.5% 16.6% 25.3% 13.5% 

総 資 産 経 常 利 益 率 3.1% 3.9% 4.9% 6.9% 4.7% 

売 上 高 営 業 利 益 率 2.3% 2.9% 3.7% 4.8% 3.8% 

自 己 資 本 比 率 15.5% 13.5% 13.6% 20.6% 20.4% 

フリーキャッシュフロー（百万円） △3,537 △8,267 △2,606 11,509 △29,385 

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 銭 ） ※ 1 1,017.04 1,090.63 1,257.59 2,030.22 2,278.70 

期 末 株 価 （ 円 ） ※ 1 1,127.5 1,332.5 3,055.0 4,025 3,785 

時価総額（期末株価）（百万円） 18,067 21,351 48,953 64,496 60,650 

期 末 株 価 / １ 株 当 た り 純 資 産 額 （ 倍 ） 1.11 1.22 2.43 1.98 1.66 

期末株価 /１株当たり当期純利益（倍） 87.85 10.15 15.71 9.30 13.05 

年 間 配 当 金 （ 円 ） 35.00 35.00 35.00 45.00 50.00 

＜ 株 式 分 割 前 基 準 ＞ <70.00> <70.00> <70.00> <90.00> <100.00> 

E B I T D A （ 百 万 円 ） ※ 2 7,319 9,129 10,923 15,615 14,237 

E V / E B I T D A （ 倍 ） ※ 2            7.1 7.4 9.5 6.5 9.0 

EBITDA：営業損益+減価償却費+のれん償却費 
EV：各期末時価総額+ネット有利子負債 

※2 
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セグメント別売上高・営業利益 ※セグメント間取引消去前 

（単位：百万円） 14/4-15/3 15/4-16/3 16/4-17/3 増減額 増減率 

売 上 高 157,999 190,874 189,327 △1,546 △0.8％ 

営 業 利 益 7,698 10,707 9,560 △1,147 △10.7％ 

対売上比（%） 4.9% 5.6％ 5.0％ ― ― 

14/4-15/3 15/4-16/3 16/4-17/3 増減額 増減率 

売 上 高 27,550 32,598 36,821 4,223 13.0％ 

営 業 利 益 1,888 2,668 1,719 △948 △35.5％ 

対売上比（%） 6.9% 8.2％ 4.7％ ― ― 

（単位：百万円） 

14/4-15/3 15/4-16/3 16/4-17/3 増減額 増減率 

売 上 高 6,554 8,934 10,500 1,565 17.5％ 

営 業 利 益 1,266 1,599 1,710 111 7.0％ 

対売上比（%） 19.3% 17.9％ 16.3％ ― ― 

（単位：百万円） 

◆調剤薬局事業 

◆医薬品製造販売事業 

◆医療従事者派遣・紹介事業 
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2018年３月期 業績目標 

16/3 17/3 18/3 対前年比 

実績 実績 目標 増減額 増減率 

売 上 高 219,239 223,468 234,697 11,229 5.0% 

営 業 利 益 10,489 8,519 10,105 1,586 18.6% 

対売上比（%） 4.8% 3.8% 4.3% － － 

経 常 利 益 9,878 7,976 9,804 1,828 22.9% 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る当期純利益 6,329 4,638 5,639 1,000 21.6% 

（単位：百万円） 

16/3 17/3 18/3 対前年比 

実績 実績 目標 増減額 増減率 

調 剤 薬 局 事 業 190,874 189,327 196,681 7,353 3.9% 

医 薬 品 製 造 販 売 事 業 32,598 36,821 41,500 4,678 12.7% 

医療従事者派遣・紹介事業 8,934 10,500 12,000 1,499 14.3% 

合 計                            232,406 236,649 250,181 13,532 5.7% 

（単位：百万円） 

◆連結業績目標 

◆事業セグメント別売上目標（セグメント間取引消去前） 



   Ⅰ．2017年3月期 決算報告 
           ②主な取り組み状況 
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調剤薬局事業 改定対応 技術料単価の推移 
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調剤薬局事業 改定対応 技術料改善状況 
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73.0% 

15.0% 

12.0% 

門前薬局 

面対応薬局 

ＭＣ型薬局 

調剤薬局事業 出店実績推移 

466 
494 511 

527 

200  

300  

400  

500  

600  

13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 

◆各期末店舗数の推移 

（店） 

◆2016年度 出店・閉店数 

出 店 数 42 

閉 店 数 12 

総店舗数（3月末） 557 

※物販専業の1店舗を含む 

新規出店 

2 
4 

1 

5 

21 

0  

10  

20  

13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 

◆M&A店舗数の推移 
◆タイプ別店舗構成 

3月末 
総店舗数 

557 

（店） 

557 



14 

17/3末 

店舗数 

15/4-16/3 

(百万円) 

16/4-17/3 

(百万円) 

増減額 

(百万円) 

増減率 

(%) 

既 存 店 
（～15/3） 

489 183,960 173,284 △10,675 △5.8% 

前 期 出 店 
（15/4～16/3） 

25 3,590 6,821 3,230 90.0% 

今 期 出 店  
（16/4～17/3） 

42 ― 6,599 6,599 ― 

そ の 他 ― 1,264 267 △997 △78.9% 

計 556 188,815 186,972 △1,843 △1.0% 

調剤薬局事業 出店期別売上傾向 

・ 調剤売上のみ（ＯＴＣ等含まず）、発生ベース（返戻再請求を反映せず）。 
・ 期中閉局店舗分はその他に集計しております。 
・ 店舗数には物販専業の1店舗を含んでおりません。 

◆日本調剤グループ出店期別 店舗調剤売上の推移 
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調剤薬局事業 在宅業務への取り組み 
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調剤薬局事業 ジェネリック医薬品普及への取り組み  
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医薬品製造販売事業  ～収益力改善に向けて～ 

◆販売品目数の推移 
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自社グループ承認品の増強 
 
 → 研究開発 

生産能力の増強 
 
 → 設備投資 

 
自社製造品の増強 
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医薬品製造販売事業 ～業容の拡大に向けて～ 

（他のジェネリックメーカーとの違い） 

内部販売：外部販売 
１  ：  ２ 

外部 
売上 

62.4％ 

外部 
売上 

65.7％ 

内部 
売上 

34.3％ 2017年 
３月期 

売上高のベースとなる内部売上 

■ ビジネスモデル：販売体制 

市場再編の中で 
優位性 

調剤薬局事業の拡大 
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医療従事者派遣・紹介事業 薬剤師エントリー数と総求人数 
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薬剤師エントリー数（左軸） 

総求人数（右軸） 

エントリー数（人） 総求人数（人） 

14/3 15/3 16/3 17/3 

77,242 



   Ⅱ．日本調剤の次世代薬局戦略と 
            M&A戦略について 
     ～量が質を規定する時代から質が量を規定する時代へ～ 
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日本調剤の次世代薬局戦略 

医療/介護/健康管理/未病市場のハブ 

ポジショニング 

当社の 
事業ドメイン 診療所 

介護施設 

調剤薬局 

運動等 
提供事業者 

食事等 
提供事業者 

医療／介護 健康管理／未病 

病院 

ドラッグ 
ストア 

参入障壁 高い 
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日本調剤の次世代薬局戦略 

次世代薬局とは？ 

かかりつけ薬剤師・かかりつけ薬局 

 
○副作用や効果の継続的な確認 
○多剤・重複投与や相互作用の防止 
○ ＩＣＴ（電子版お薬手帳）を活用 
  ・患者がかかる全ての医療機関の処方情報を把握 
  ・一般用医薬品を含めた服薬情報を一元的・継続的に 
   把握し、薬学的管理・指導 

服薬情報の一元的・継続的把握 
 
○夜間・休日、在宅医療への対応 
  ・24時間の対応 
  ・在宅患者への薬学的管理・服薬指導 

24時間対応・在宅対応 

○疑義照会・処方提案 
○副作用・服薬状況のフィードバック 
○医薬品の相談や健康相談に対応し、医療機関に受診勧奨するなど、地域の関係機関と連携 

医療機関等との連携 

 
○国民の病気の予防や健康サポートに貢献 
  ・要指導医薬品を適切に選択できるような供給機能や 
   助言の体制 
  ・健康相談受付、受診勧奨・関係機関紹介 等 

健康サポート機能 

 
○高度な薬学的管理ニーズへの対応 
  ・専門機関と連携し抗がん剤の副作用対応や、抗HIV薬の 
   選択などを支援 等 

高度薬学管理機能 

健康サポート
薬局 

→政策目標の達成状況を適切に管理 
※「患者のための薬局ビジョン」：2015年10月 厚生労働省資料を基に当社作成 
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日本調剤の次世代薬局戦略 

ＫＰＩを活用したＰＤＣＡサイクルの実施（定量） 

※「患者のための薬局ビジョン」：2015年10月 厚生労働省資料を基に当社作成 
※ 平成29年３月30日 第１回医薬品医療機器 制度部会・資料５から抜粋 

検討例（未定） 

① 健康サポート薬局研修を修了した薬剤師を配置して
おり、当該薬剤師が地域ケア会議等、 地域の医
療・介護関係の多職種と連携する会議に出席して
いる薬局数（少なくとも過去 １年間に１回） 
 

② 患者の服薬情報の一元的・継続的把握のために、
電子版お薬手帳又は電子薬歴システム 等、ICTを
導入している薬局数 
 

③ 在宅業務を過去１年間に平均月１回以上実施した
薬局数 
 

④ 医師に対して、患者の服薬情報等を示す文書を過
去１年間に平均月１回提供した実績がある薬局数 

ＫＥＹ 

かかりつけ薬剤師・かかりつけ薬局 

服薬情報の一元的・継続的把握 

健康サポート機能 高度薬学管理機能 

健康サポート薬局 

24時間対応・在宅対応 

医療機関等との連携 

① 

② 
③ 

④ 
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かかりつけ薬剤師に関する患者さま同意件数及び指導料算定状況 

◆通期累計実績 

 
患者さま同意件数 

 
 
 
   

指導料算定件数 
 
 
    

約２５万件 

４８万件超 

（千件） 

※単位未満を四捨五入 

約８５万件 
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患者さま同意件数 

指導料算定件数 

◆四半期ごと実績 

※グラフの数値は 
 四半期３カ月ごとの実績数値です 

※累計値ではありません 

日本調剤の次世代薬局戦略 

取り組み 
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かかりつけ薬剤師に関するアンケート調査 

【質問1】 
かかりつけや薬剤師を持って 
良かったと感じたことはありますか？ 
 
（対象：当社にてかかりつけ薬剤師を持っている方） 

74% 

21% 

5% 

ある どちらともいえない ない 

  実施 ： 平成29年1月     対象 ： 675人（男性260人、女性415人）  
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かかりつけ薬剤師に関するアンケート調査 

【質問2】 
具体的にどのようなことが良かったですか？ （複数可） 
（対象：かかりつけや薬剤師を持って良かったと感じたことがある方） 
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  実施 ： 平成29年1月     対象 ： 675人（男性260人、女性415人）  
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日本調剤の次世代薬局戦略 

日本薬学会より単独企業として唯一健康サポート薬局研修実施機関
に認定される 
 

質の強化と安全性の確保 

Quality 

Safety 

生態静脈認証システム 
（なりすましの防止と適切な労務管理の徹底） 

コンプライアンスを支えるさまざまなインフラ 

大学病院等の病院研修への参加 
（保険薬局薬剤師がん薬物療法研修、その他実績多数） 

調剤レコーダー 
（開発元の水野薬局から日本調剤の店舗へ
積極的に拡大予定） 

※当社ニュースリリース参照 
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日本調剤の次世代薬局戦略 

高度薬学管理機能 

全国の大学病院前への出店 40％超 

日本医療薬学会認定のがん専門薬剤師などの資格取得 
                →専門薬剤師の資格取得は難易度が高い 
                →薬剤師の質を高める教育への取り組み 

高度薬学管理機能への積極的な取り組み 

163 

69 

国立がんセンター病院前 100％ 
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日本調剤の次世代薬局戦略 

面対応薬局・ＭＣ薬局を中心に展開 

健康サポート機能 

健康チェックステーション 

面分業の促進 

面対応薬局・ＭＣ（メディカルセンター）薬局 

※ メディカルセンター ＝ 医療モール型薬局 

3年程度で150店舗に展開 

（現在：150店舗） 

健康チェックステーションの主たる受け皿として積極的に展開 
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日本調剤の次世代薬局戦略 

電子お薬手帳「お薬手帳プラス」  

ＩＣＴ × かかりつけ薬剤師 

東京大学大学院医学系研究科との共同研究 

× × 

在宅システム「在宅マネージメントシステム」 

2型糖尿病及び予備軍の方を対
象とした自己管理支援アプリ ※当社ニュースリリース参照 
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日本調剤の次世代薬局戦略 

第一生命グループとの提携 

未病・予防分野でのニーズ 

健康増進を促すような保険商品の販売 （１） 

（２） 「健康チェックステーション」を拠点とした健康に関する啓発活動を共同で展開 

（３） 「お薬手帳プラス」を活用した健康増進を促す取り組みの検討 

（４） 健康増進を促すような新たな保険商品・サービスの開発の検討 

※当社ニュースリリース参照 



32 

日本調剤の次世代薬局戦略 

日本の社会インフラとして 

結論 

ブランド確立 
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日本調剤のＭ＆Ａ戦略 

調剤薬局に求められる役割・機能の変化 

2025年までに全ての薬局を「かかりつけ薬局」へ再編 
「患者のための薬局ビジョン」（厚生労働省） 

（調剤薬局・診療所） 

多機能化 

大規模化 

経営者の高齢化問題 

Ｍ＆Ａの加速 
調剤薬局市場の再編 

環境認識 

※「患者のための薬局ビジョン」：2015年10月 厚生労働省資料を基に当社作成 



34 

日本調剤のＭ＆Ａ戦略 

「多過ぎる薬剤の問題から多過ぎる薬局の問題へ」 
 

「約半数は一人薬剤師薬局」 

環境認識 行政サイドにおける現在の議論の状況 

※内閣府 経済財政諮問会議 社会保障ワーキング・グループ資料 

※内閣府 経済財政諮問会議 社会保障ワーキング・グループ 第19回会議資料（2017年4月11日）を基に当社作成 

薬局数は約50,000（2004年）から約58,000（2014年）に増加 
その半数は「1人薬剤師薬局」 
 

               →脆弱な「かかりつけ（一元管理）」機能 
               →一定程度の集約化が必要か 
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日本調剤のＭ＆Ａ戦略 

環境認識 

医師の平均年齢（診療所） 

58.0  58.0  

58.3  

58.7  

59.2  

57.5  

58.0  

58.5  

59.0  

59.5  

2006 2008 2010 2012 2014 

（平均年齢） 

年齢階級別にみた医師数（診療所） 

（万人） 

（年度） （年度） 

68.1％ 

75.6％ 50歳以上の医師数 

※ 厚生労働統計一覧 医師・歯科医師・薬剤師調査の概況を基に当社作成 

診療所医師の高齢化→薬局の存続が困難に 
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日本調剤のＭ＆Ａ戦略 

日本調剤のＭ＆Ａ戦略 質と1店舗当たりの売上規模を重視 
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※ 1店舗あたり売上高＝調剤売上高 / 期中平均店舗数 
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  17/3 
 Ｍ＆Ａ店舗のみ 
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